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1. 緒言 

2001 年米国同時多発テロでの WTC ビルの進行性崩壊現象

[1]は，Bazant らによりエネルギー論的に説明された [2]．

Bazant らは，火災により柱の鉛直支持能力が失われ上層部の

落下が生じた後の挙動について，許容荷重率(overload ratio)を

用いて考察を行い，衝突する下部を完全弾性体と仮定した場

合の下部に加わる衝突時の力は設計許容荷重を大きく超過し

ていることを明らかにした．しかし，文献ではこの考察を

WTCビルのみにしか適用しておらず，また，衝突する下部を

完全弾性体として扱うため，建物の崩壊条件の特定には至っ

ていない．そのため，進行性崩壊の危険性を評価するには不

十分である可能性があった．そこで本稿では，建物の設計強

度と進行性崩壊の規模の関連を調査することを目的とする．

設計強度の異なる複数の鋼構造モデルを構築して ASI-Gauss

法[3][4]を用いた有限要素解析コードにより特定の柱を除去す

る崩壊解析を実施し，進行性崩壊の発生危険度と許容荷重率

との関連性を調査する．進行性崩壊の規模の評価には崩壊前

後での位置エネルギーの減少率を用いる． 

 

2. 解析モデルおよび解析条件 

進行性崩壊解析を実施するにあたり，構造部材の断面寸法

が異なる 10層 S造建物モデルを複数作成した．解析モデルの

鳥瞰図を図-1に示す．解析モデルは 10層 3×3スパンの鋼構造

建物とし，全高 40 m，階高は各層 4 m，幅および奥行きスパ

ン長は全て 7 m とした．柱部材には SM490 を用いた角形鋼

管，梁部材には SS400 を用いた H 型鋼を使用し，床は塑性化

を起こさない弾性要素とした．モデルを設計する際，建物に

は固定荷重と積載荷重を足し合わせた単位面積あたり 800 

kgf/m2 の荷重が作用するものとした．柱や梁の断面寸法は，

ベースシア係数に基づき建物に必要とされる水平耐力を満た

すように断面を決定した．本稿で用いる建物のベースシア係

数を計算した結果，0.200となり，その設計で算出される柱の

最大軸力比 n は 0.124 であった． 

次に，作成したモデルのベースシア係数を変化させ,最大軸

力比 n=0.124，0.200，0.300，0.400，0.500 となる 5 つのモデ

ルを作成した．各モデルを A，B，C，D，E と表記する．ま

た，落下する上部の質量と崩壊の規模との関係を検証するた

め，モデル C の床荷重をそれぞれ 0.5 倍，1.5 倍に設定したモ

デル C0.5，C1.5を作成し，計 7 つのモデルを用意した．いずれ

も日本の建築基準に対してはかなり強度の低いモデルである． 

進行性崩壊解析は建物モデルの柱を除去して行った．層内

の全ての柱を一度に除去することで，Bazant らが想定してい

た上部が垂直落下する崩壊形態を再現した．各モデルで柱除

去層を 1 層から 10 層まで変化させ，計 70 パターンの進行性

崩壊解析を行った．柱の除去を 1.0 s 時に行い，計 10.0 s まで

解析した．時間増分は 1 ms とした． 

進行性崩壊の規模を定量的に評価するための指標として，

次に示す崩壊前後における解析モデルの位置エネルギーが減

少した割合を表す位置エネルギー減少率を用いた． 

位置エネルギー減少率=
𝑈0−𝑈𝑓

𝑈0
 (1) 

ここで，𝑈は解析モデルが有する位置エネルギーを示し，添

え字0,𝑓はそれぞれ健全時，解析終了時の値であることを示す．

位置エネルギー𝑈は，モデルを構成するはり要素の位置エネ

ルギーの和として以下の式で定義する． 

𝑈 = ∑ (𝜌𝑖 × 𝐴𝑖 × 𝑙𝑖 × 𝑔 × 𝐻𝑖)
𝑖𝑀
𝑖=1   (2) 

ここで，𝑖は要素番号，𝑖𝑀は破断要素を除く要素数，𝜌は密度，

𝐴は断面積，𝑙は要素長，𝐻は地表面(𝑍 = 0)から要素中央部ま

での高さを表す．なお，上式を破断していない要素のみに適

用することで，崩壊の規模を過大に評価することとした．位

置エネルギー減少率が 1.0 に近いほど崩壊の規模が大きいこ

とを示す． 

本稿ではさらに，Bazant ら[2]が用いている許容荷重率

(overload ratio)を建物の強度に対する評価指標として使用する．

許容荷重率は，建物の上部が垂直自由落下する際の位置エネ

ルギー減少量の全てが衝突下部の弾性ひずみエネルギーに変

換されると仮定した値であり，以下の式で定義される． 

𝑃𝑑𝑦𝑛 𝑃0⁄ = 1 + √1 + (2ℎ𝐶 𝑚𝑔⁄ )  (3) 

𝑃𝑑𝑦𝑛は上部が落下した際に下部から上部に対して作用する弾

性力で，𝑃0は上部の重量(= 𝑚𝑔)である．𝐶は下部の弾性係数，

ℎは上部が下部に衝突するまでの距離，𝑚は健全時に下部が
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図-1 解析モデル鳥瞰図 
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支えている上部の質量，𝑔は重力加速度を表す．𝑚𝑔は落下す

る上部の重量を，下部の弾性係数𝐶は層内の柱を並列接続，

層間の柱を直列接続として求めた合成弾性係数を用いた． 

 

3. 解析結果と考察 

各モデルの各柱除去層での許容荷重率の推移を図-2 に示す．

上部が下部に衝突するまでの距離ℎは 4.0 m，𝑚は落下する上

部の質量，下部の弾性係数𝐶は前述の方法に基づいて求めた

値を用いた．なお，柱除去層が 1 階の場合は衝突下部の弾性

係数𝐶が存在しないため許容荷重率は求めていない．図-2 に

おいて，同一の柱除去層でモデル A から E の許容荷重率を比

べると強度が低いほど，また，モデル C，C0.5，C1.5 の値を比

べると，床荷重が大きいモデルほど許容荷重率が小さい．こ

れはすなわち，低強度のモデルほど，また，落下する上部の

重量が大きいモデルほど，衝突時の上部重量に対する下部の

弾性的な抗力が小さいことを示す．また，同一モデルの中で

異なる柱除去層における許容荷重率の値を比べると，柱除去

層が中層であるほど許容荷重率が小さい．これは，弾性係数

𝐶が下部構造の高さ𝐿に反比例し，上部構造の質量が𝐿に負比

例することに起因する． 

進行性崩壊解析で得られた各モデルの柱除去層ごとの位置

エネルギー減少率の推移を図-3 に示す．この図から，モデル

が低強度であるほど，また床荷重が大きいモデルほど位置エ

ネルギー減少率が大きく，崩壊が起こり易いことがわかる．

同一モデルでの各柱除去層の結果を比較すると，低層部の柱

を除去する際に大きな崩壊を起こす場合が多いことがわかる． 

次に，各モデルの許容荷重率と位置エネルギー減少率の関

係を図-4 に示す．最下層である 1 層の柱を除去する場合では

許容荷重率が定義できないため，図には 1 層の柱除去を除い

た 63パターンの解析結果がプロットされている．図より，許

容荷重率が小さいモデルほど，位置エネルギー減少率が 1.0

に近い大規模な崩壊が起こり易いことがわかる．同一モデル

内で比較すると，柱除去層が低層部の場合の方が中層部の場

合に比べ許容荷重率が大きいが，大規模な崩壊は低層部の場

合に多く見られた．このことから，進行性崩壊が生じる許容

荷重率の値は一意的には定まらないことがわかった．また，

大規模な崩壊を引き起こす許容荷重率の値は柱除去層によっ

て異なることが確認された． 

  

4. 結言 

本稿では，複数の鋼構造モデルに対し進行性崩壊解析を実

施した．進行性崩壊の危険性は，建物の強度，床荷重，柱除

去層により変化し，許容荷重率が小さいモデルほど進行性崩

壊が生じ易いことを確認した．進行性崩壊の生じる許容荷重

率の値は一意的には定まらず，柱除去層に依存していた．そ

の一方で，柱除去層を限定すれば許容荷重率が進行性崩壊の

危険性を評価する指標となり得ることが示唆された． 
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 図-2 各モデルの柱除去層と許容荷重率の関係 
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図-4 各モデルの許容荷重率と 

位置エネルギー減少率の関係 
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 図-3 柱除去層と位置エネルギー減少率の関係 
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